御嵩町地域防災計画　一般対策編　第１章　新旧対照表　
令和2年4月改定
	変更箇所
	新
	旧
	備考

	ｐ８、９
第1章　第３節
４　指定地方行政機関
	東海農政局
（削る）
９　被害を受けた関係業者・団体の被災状況の把握

10　食料の円滑な確保、価格の高騰に関する情報を消費者から収集し、消費者に提供するための緊急相談窓口の設置
（削る）
西日本電信電話株式会社
２　災害時における緊急通話の取扱い
	東海農政局
９　応急用食料の供給支援に充てる在庫量の調査及び調達並びに供給体制の整備
10　被害を受けた関係業者・団体の被災状況の把握

11　食料の円滑な確保、価格の高騰に関する情報を消費者から収集し、消費者に提供するための緊急相談窓口の設置
12　必要に応じ、職員の派遣による食料供給活動の支援
西日本電信電話株式会社
２　電話（通信）の確保
	・県計画に合わせる（ｐ７、９）


御嵩町地域防災計画　一般対策編　第2章　新旧対照表　
	変更箇所
	新
	旧
	備考

	ｐ23
第２章　第１節　
第１項　防災協働社会の形成推進

２　推進体制　（４）
	(4)関係機関と連携した防災対策の整備
平常時から県及び市町村等関係機関間や、企業等との間で協定を締結するなど、連携強化を進めることにより、災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるように努めるものとし、協定締結などの連携強化に当たっては、実効性の確保に留意するものとする。
また、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理、支援物資の管理・輸送等）については、あらかじめ、町は、民間事業者との間で協定を締結しておく、輸送拠点として利用可能な民間事業者の管理する施設を把握しておくなど協力体制を構築し、民間事業者のノウハウや能力等を活用する。
	(4)関係機関と連携した防災対策の整備
平常時から県及び市町村等関係機関間や、企業等との間で協定を締結するなど、連携強化を進めることにより、災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるように努める。
また、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理、支援物資の管理・輸送等）については、あらかじめ、町は、民間事業者との間で協定を締結しておくなど　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　、民間事業者のノウハウや能力を活用する。
	・県計画に合わせる（ｐ16）

	ｐ24
第２章　第１節　
第２項　防災業務施設・設備等の整備

２　消防施設・設備等


	町は、消防ポンプ自動車等の消防機械、消火栓、防火水槽等の消防用水利、火災通報施設その他の消防施設、設備の整備、機能強化及び性能調査を実施することにより有事の際の即応体制を確立する。
	町は、消防ポンプ自動車等の消防機械、消火栓、防火水槽等の消防用水利、火災通報施設その他の消防施設、設備の整備、改善　　及び性能調査を実施することにより有事の際の即応体制を確立する。
	・「改善」を「機能強化」に修正


	ｐ43
第２章　第３節　

第２項　農地・林地・土地災害防災計画

２　農地防災計画　（２）
	農業用ため池（災害防止用のダムを含む。）等が築造後の自然的・社会的状況の変化による機能低下や老朽化、流木の流下等による決壊漏水等に伴う農用地及び農業用施設等に発生する災害を未然に防止するため、ため池堤体及びその他施設の新設、改修を緊急度の高いものから順次実施する。　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　（老朽ため池状況は別表2参照）
	農業用ため池（災害防止用のダムを含む。）等が築造後の自然的・社会的状況の変化による機能低下や老朽化　　　

　　　等による決壊漏水等に伴う農用地及び農業用施設等に発生する災害を未然に防止するため、ため池堤体及びその他施設の新設、改修を緊急度の高いものから順次実施する。築造後の自然的、社会的状況の変化等によって老朽化し、決壊漏水等により農用地及び農業用施設等に発生する災害を未然に防止するため、ため池堤体及びその他施設の新設改修を緊急度の高いものから順次実施する。（老朽ため池状況は別表2参照）

	・県計画に合わせる（ｐ74）

	ｐ63
第２章　第５節　第６項
孤立地域防止対策
	５　備蓄
６　その他

町は、上記の対策に加え、県が別に定める孤立集落対策指針により、その他の対策を実施するものとする。

	５　備蓄

（追加）
	・県計画に合わせる（ｐ189）

	ｐ69
第２章　第７節　第２項
災害危険地域の予防対策
	(1) 洪水対策
（略）

このことから、町は、浸水想定区域図と過去の災害発生状況を基に、洪水予報の伝達方法、指定緊急避難場所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項を定めた「洪水ハザードマップ」・「タイムライン」の作成・周知に努めるとともに、護岸工事等の河川整備を図り、適切な河川管理に努めるものとする。
３　浸水想定区域の周知と伝達方法
(1)～(2)（略）
(3)　町は、洪水予報河川等に指定されていない中小河川について、河川管理者から必要な情報提供、助言等を受けつつ、過去の浸水実績等を把握したときは、これを水害リスク情報として住民、滞在者、その他の者へ周知するものとする。

(4)（略）
	(1) 洪水対策
（略）

このことから、町は、浸水想定区域図と過去の災害発生状況を基に、洪水予報の伝達方法、指定緊急避難場所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項を定めた「洪水ハザードマップ」　　　　　　　　の作成・周知に努めるとともに、護岸工事等の河川整備を図り、適切な河川管理に努めるものとする。
３　浸水想定区域の周知と伝達方法
(1)～(2)（略）
（追加）
(3)（略）
	・県計画に合わせる（ｐ39、56）

	ｐ70
第２章　第７節　

第２項　災害危険地域の予防対策

４　浸水想定区域要援護者施設　（１）
（表）
	別紙　　別表１－１　参照
	別紙　　別表１－２　参照
	・ふらっとハウスの追加

	ｐ71
第２章　第７節　

第２項　災害危険地域の予防対策

７　要配慮者関連施設に係る土砂災害対策　（２）
（表　土砂災害警戒区域内要配慮者関連施設）
	別紙　　別表２－１　参照
	別紙　　別表２－２　参照
	・上之郷医院、御嵩クリニック、デイサービスセンターはなたまの追加

	ｐ80
第２章　第８節　

５　物資の集積場所
	表　

名称：御嵩町防災コミュニティセンター
所在地：御嵩町中切1437-1
連絡先：0574-42-8233
	表　

名称：御嵩町B&G海洋センター

所在地：御嵩町中2777-28

連絡先：67-5196
	・防災コミュニティセンターへ変更

	ｐ88
第２章　第９節
７　情報の収集・伝達方法の多様化
	町は、あらかじめ、被災現場に赴き情報収集に当たる職員を指定するとともに、自主防災組織等の情報担当者との連絡体制を確立し、また、小型無人機（ドローン）等の機材を整備するなど、被災現場情報等の収集に努める。
	町は、あらかじめ、被災現場に赴き情報収集に当たる職員を指定するとともに、自主防災組織等の情報担当者との連絡体制を確立し　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　、被災現場情報等の収集に努める。
	・県計画に合わせる（ｐ35）

	ｐ90
第２章　第10節　

４　指定避難所　（２）
５　指定緊急避難場所

	指定避難所の運営体制を確立するため、避難者（自主防災組織等）、町、施設管理者の協議により、予定される指定避難所ごとに、事前に避難所運営マニュアルを策定する。また、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努める。

町及び各避難所の運営者は、避難所の良

好な生活環境の継続的な確保のために、

専門家等との定期的な情報交換に努め

る。

	指定避難所の運営体制を確立するため、避難者（自主防災組織等）、町、施設管理者の協議により、予定される指定避難所ごとに、事前に避難所運営マニュアルを策定する。　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　

	・県計画に合わせる（ｐ55）

	ｐ91
第２章　第10節　

８　難準備情報、避難勧告、避難指示等の基準の策定


	８　避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）等の基準の策定

町は、避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）等について、国、県、水防管理者等の協力を得つつ、洪水、土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情報を踏まえ、避難すべき区域や判断基準、伝達方法を明確にし、国の「避難勧告等に関するガイドライン」に沿ったマニュアル等を整備し、住民への周知徹底に努める。また、マニュアル等に基づき、避難準備・高齢者等避難開始の発令による高齢者や障がい者等、避難行動に時間を要する避難行動要支援者の迅速な避難や、風水害による被害のおそれが高い区域の居住者等の自主的な避難を促進する。
　　　　気象警報、避難勧告等を住民に周知することにより、迅速・的確な避難行動に結びつけるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討しておくとともに、町長不在時における避難勧告、避難指示（緊急）等の発令について、その判断に遅れを生じることがないよう代理規定等を整備する。
町は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等については、水位情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難勧告等の発令基準を設定するものとする。それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や施設等の利用者に命の危険を及ぼすと判断したものについては、同様に具体的な避難勧告等の発令基準を策定する。
	８　避難準備情報　　　　　　　、避難勧告、避難指示　　　　等の基準の策定

町は、避難準備情報　　　　　　　、避難勧告、避難指示　　　　等について、国及び県　　　　　等の協力を得つつ、洪水、土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情報を踏まえ、避難すべき区域や判断基準、伝達方法を明確にしたマニュアル等に基づき、住民へ周知徹底する。　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　
　また、気象警報、避難勧告等を住民に周知することにより、迅速・的確な避難行動に結びつけるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討しておくととも

に、町長不在時における避難勧告、避難指示　　　　等の発令について、その判断に遅れを生じることがないよう代理規定等を整備する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
	・県計画に合わせる（ｐ55）

	ｐ92　（改訂後ｐ93）
第２章　第10節　

別表１　指定避難所一覧
	別紙　　別表３－１　参照
	別紙　　別表３－２　参照
	指定避難所一覧の修正

・避難所「伏見にこにこ館」の追加　等

	ｐ96　（改訂後ｐ97）
第２章　第12節　

６　避難準備情報、避難勧告、避難指示等の基準の策定
	６　避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）等の基準の策定

町は、避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）等について、国、県、水防管理者等の協力を得つつ、洪水、土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情報を踏まえ、　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　避難すべき区域や判断基準、伝達方法を明確にし、国の「避難勧告等に関するガイドライン」に沿ったマニュアル等を整備し、住民への周知徹底に努める。また、マニュアル等に基づき、避難準備・高齢者等避難開始の発令による高齢者や障がい者等、避難行動に時間を要する避難行動要支援者の迅速な避難や、風水害による被害のおそれが高い区域の居住者等の自主的な避難を促進する。
気象警報、避難勧告等を住民に周知することにより、迅速・的確な避難行動に結びつけるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討しておくとともに、町長不在時における避難勧告、避難指示（緊急）等の発令について、その判断に遅れを生じることがないよう代理規定等を整備する。
町は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等については、水位情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難勧告等の発令基準を設定するものとする。それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や施設等の利用者に命の危険を及ぼすと判断したものについては、同様に具体的な避難勧告等の発令基準を策定する。
	６　避難準備情報　　　　　　　　、避難勧告、避難指示　　　等の基準の策定
町は、避難準備情報　　　　　　　、避難勧告、避難指示　　　　等について、国及び県　　　　　等の協力を得つつ、洪水、土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情報を踏まえ、第３章第６節第４項「避難計画」に基づき、避難等すべきと判断したときは、避難すべき区域や判断基準、伝達方法を明確にしたマニュアル等に基づき、住民へ周知徹底する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
	・県計画に合わせる（ｐ55）

	ｐ98　（改訂後ｐ99）
第２章　第12節　

11　防災知識の普及、啓発、防災訓練の実施　（２）


	施設等管理者は、職員、入所者等に対し、要配慮者を災害から守るため、また、要配慮者が自らの災害対応能力を高められるよう、防災訓練、防災教育等を行うものとする。

浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に位置し、本計画に名称及び所在を定められている要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、関係機関の協力を得て、水害や土砂災害が発生するおそれがある場合における避難確保計画を作成するほか、洪水時に係る避難確保計画に基づく自衛水防組織の設置に努める。また、作成した計画及び自衛水防組織の構成員等について町長に報告するとともに、当該計画に基づき避難誘導等の訓練を実施するものとする。
	施設等管理者は、職員、入所者等に対し、要配慮者を災害から守るため、また、要配慮者が自らの災害対応能力を高められるよう、防災訓練、防災教育等を行うものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　

	・県計画に合わせる（ｐ63）
　

	第２章　第12節　ｐ99　（改訂後ｐ100）
要配慮者対策
	13　外国人等に対する防災対策
(1)～(5)（略）
(6) インターネット、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）など多様な手段を用いた、多言語による災害情報等の提供
	13　外国人等に対する防災対策
(1)～(5)（略）
（追加）
	・県計画に合わせる（ｐ64）

	第２章　第13節　ｐ100　
（改訂後ｐ101）

ボランティア活動の環境整備計画
	２　ボランティア意識の啓発とボランティア活動に参加しやすい環境づくり

町は、町及び県社会福祉協議会、日本赤十字社岐阜県支部並びに各種ボランティア団体及びＮＰＯ法人等との連携を図るとともに、中間支援組織（ボランティア団体・ＮＰＯ等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り、住民のボランティア意識の啓発及びボランティア活動に参加しやすい環境づくりを行うものとする。
	２　ボランティア意識の啓発とボランティア活動に参加しやすい環境づくり

町は、町及び県社会福祉協議会、日本赤十字社岐阜県支部並びに各種ボランティア団体との提携の下に　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　、住民のボランティア意識の啓発及びボランティア活動に参加しやすい環境づくりを行うものとする。
	・県計画に合わせる（ｐ28）

	ｐ102　（改訂後ｐ103）
第２章　第13節　
５　ボランティア活動の推進
９　町社会福祉協議会（ボランティアセンター）の連絡先
	５　ボランティア活動の推進

(1) ボランティアセンターの設置

（略）

町は、ボランティアセンターの設置・運営について指導・支援をする。
町は、ボランティアセンターの運営に積極的に参画する。

(2) （略）

９　町社会福祉協議会（ボランティアセンター）の連絡先

御嵩町中切１４３７－１　

御嵩町防災コミュニティセンター内
[image: image1.png]


0574―42―8233　Fax0574―42―8232

	５　ボランティア活動の推進
(1) ボランティアセンターの設置

（略）

町は、ボランティアセンターの設置・運営について指導・支援をする。
（追加）
(2) （略）

９　追加


	・県計画に合わせる（ｐ28）
・防災コミュニティセンターを記載

	ｐ103　（改訂後ｐ104）
第２章　第14節　

２　広域応援体制の整備
本文、　（表）


	２　広域応援体制の整備

町は、町域を越えた広域の災害時における応援協定等の締結に努めるとともに、県内市町村の災害時相互応援体制の充実を図る。なお、相互支援体制や連携体制の整備に当たっては、実効性の確保に留意する。
別紙　　別表４－１　参照
	２　広域応援体制の整備

町は、町域を越えた広域の災害時における応援協定等の締結に努めるとともに、県内市町村の災害時相互応援体制の充実を図る。（追加）
別紙　　別表４－２　参照
	・県計画に合わせる（ｐ30）
・御嵩小学校の「物資一時集積配分拠点」を削除
・防災コミュニティセンターを「物資一時集積配分拠点」、「ボランティア活動拠点」とする


	ｐ105　（改訂後ｐ106）
第２章　第14節　

７　緊急消防援助隊等の要請
	災害が発生し、県内の消防力をもってしても被災地の災害防御に対処できない場合には、知事は、緊急消防援助隊又は「大規模特殊災害時における広域航空消防応援実施要綱」に基づく他の都道府県及び消防機関所有のヘリコプターの派遣等を総務省消防庁長官に要請する。（消防組織法第24条の3）
進出拠点から活動拠点への車両誘導のため、消防団等の誘導員を配置するものとする。
	災害が発生し、県内の消防力をもってしても被災地の災害防御に対処できない場合には、知事は、緊急消防援助隊又は「大規模特殊災害時における広域航空消防応援実施要綱」に基づく他の都道府県及び消防機関所有のヘリコプターの派遣等を総務省消防庁長官に要請する。（消防組織法第24条の3）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　
	・誘導員配置の文書追加

	第２章　第17節　ｐ113（改訂後ｐ114）

ライフライン施設対策
	８　電線類

道路管理者は、電線類の地中化を推進する。
また、町は、道路沿いの電線周囲の危険な立木の伐採等を推進する。
	８　電線類

道路管理者は、電線類の地中化を推進する。
（追加）

	・県計画に合わせる（ｐ88）

	第２章　第17節　ｐ115（改訂後ｐ116）

企業防災の促進
	２　企業の取り組み

企業は、大規模災害発生時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、自らの自然災害リスクを把握するとともに、リスクに応じた、リスクコントロールとリスクファイナンスの組み合わせによるリスクマネジメントの実施に努めるものとする。具体的には、各企業において、災害時に重要業務を継続するためのＢＣＰを策定・運用するよう努めるとともに、防災体制の整備、防災訓練、事業所の耐震化、損害保険等への加入や融資枠の確保等による資金の確保、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し等を実施するなどの防災活動の推進に努めるものとする。
	２　企業の取り組み

企業は、大規模災害発生時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　各企業において、災害時に重要業務を継続するためのＢＣＰを策定・運用するよう努めるとともに、防災体制の整備、防災訓練、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し等を実施するなどの防災活動の推進に努めるものとする。
	・県計画に合わせる（ｐ93）


御嵩町地域防災計画　一般対策編　第3章　新旧対照表　
	変更箇所
	新
	旧
	備考

	ｐ143　（改訂後ｐ144）
第３章　第２節　

第3項　

3　町本部の活動　（４）
	(4)　ボランティア活動拠点　　　等

ボランティア活動拠点（ボランティアセンター）は、「御嵩町防災コミュニティセンター」とし、町本部は社会福祉協議会と連携して運営に　　必要な情報機器、設備等の確認を行う。
（※防災コミュニティセンターの施設概要を記載）
	(4)　ボランティア活動拠点の確保等

ボランティア活動拠点（ボランティアセ
ンター）は、「きらり館」　　　　　　　
　　　　　とし、町本部は社会福祉協議
会と連携して施設の確保と必要な情報機
器、設備等の確認を行う。
	・防災コミュニティセンターへ変更
・防災コミュニティセンターの施設概要記載

	ｐ160　161　（改訂後ｐ161　162）
第３章　第３節　

第2項　

9　災害救助法による輸送の基準
庁用車一覧

	　別紙　　別表５－１　参照

	　別紙　　別表５－２　参照

	・庁用車一覧表の修正

	ｐ168　169　（改訂後ｐ169　170）
第３章　第４節　

第１項　

2　気象警報等の種別　
（１）気象警報等の種類

	　別紙　　別表６－１　参照

	　別紙　　別表６－２　参照

	・警報・注意報発表基準の修正


	ｐ171　（改訂後ｐ172）
第３章　第４節　

第１項　

2　気象警報等の種別　（７）
〈危険レベルごとの標題と水位の基準等〉
	　別紙　　別表７－１　参照

	　別紙　　別表７－２　参照

	・「避難準備情報」を「避難準備・高齢者等避難開始」へ修正
・基準水位の修正　等


	ｐ178　（改訂後ｐ179）
第３章　第４節　第２項
災害情報収集等の計画
	(2)　一定規模以上の災害
（略）
さらに、町は震度６弱以上の地震を観測した場合（総務省から必要に応じて報告を求められた災害も含む。）は、総務省が別に定める方法等により、県へ報告するものとする。

	(2)　一定規模以上の災害
（略）
（追加）

	・県計画に合わせる（ｐ160）

	第３章　第４節　第２項　ｐ194
（改訂後ｐ195）
災害情報収集等の計画
	別表１
土地改良施設

町
（ため池管理者）


	別表１
貯水池、ため池

町


	・名称等の変更


	ｐ198　（改訂後ｐ199）
第３章　第４節　

第３項　災害広報計画

10　被災者等への広報の配慮
	町等は、文字放送、外国語放送等の多様
な広報手段を活用し、要配慮者に配慮し
たわかりやすい情報伝達に努める。

また、在宅での避難者、応急仮設住宅
として供与される賃貸住宅への避難者、所在を把握できる広域避難者、在日外国人、訪日外国人に配慮した広報を行う。

	町等は、文字放送、外国語放送等の多様

な広報手段を活用し、要配慮者に配慮し

たわかりやすい情報伝達に努める。

また、在宅での避難者、応急仮設住宅

として供与される賃貸住宅への避難者、
所在を把握できる広域避難者　　　　　

　　　　　　　に配慮した広報を行う。


	・県計画に合わせる（ｐ168）

	ｐ206　（改訂後ｐ207）
第３章　第５節　第３項
県防災ヘリコプター活用計画
	１　計画の方針
町本部は、災害が発生した場合、住民の生命、身体、財産を保護するため、より迅速かつ的確な対応を必要とする場合に、広域かつ機動的な活動ができる防災ヘリコプターによる支援を要請し、災害応急対策の充実強化を図る。
２　要請方法
(1)　消防組織法上の活動に係る支援要請
消防組織法上の災害に係る活動について、町長から知事に支援を要請する場合は、「岐阜県防災ヘリコプター支援協定」の定めるところによる。
要請は、可茂消防本部消防長から岐阜県防災航空センターに電話及びファクシミリを行う。
［岐阜県防災航空センター第1事務所　　電話　0583-85-3772　ＦＡＸ　0583

-85-3774］
(2)　災対法第68条に基づく支援要請
物資及び負傷者等の輸送、災害情報収集等のため防災ヘリコプターの応援が必要な場合には、次の系統で出動要請を行う。
(3)　防災ヘリコプター支援要請時に明らかにしておく事項
町が防災ヘリコプターの支援要請をする場合は、岐阜県防災ヘリコプター支援協定に基づき、県に対して次の事項を明らかにして行う。
ア～ウ　（略）
エ　離着陸を伴う場合においては離着陸予定地及び地上支援体制
（削る）
オ　その他必要事項
	１　計画の方針
町本部は、災害が発生した場合、住民の生命、身体、財産を保護するため、より迅速かつ的確な対応を必要とする場合に、広域かつ機動的な活動ができる防災ヘリコプターの応援　　を要請し、災害応急対策の充実強化を図る。
２　要請方法
(1)　消防組織法上の活動に係る応援要請
消防組織法上の災害に係る活動について、町長から知事に対する応援要請　　は、「岐阜県防災ヘリコプター応援協定」の定めるところによる。
要請は、可茂消防本部消防長から岐阜県防災航空センターに電話及びファクシミリを行う。
［岐阜県防災航空センター第1事務所　　電話　0583-85-3772　ＦＡＸ　0583

-85-3774］
(2)　災対法第68条に基づく応援要請
物資及び負傷者等の輸送、災害情報収集等のため防災ヘリコプターの応援が必要な場合には、次の系統で出動要請を行う。
(3)　防災ヘリコプター応援要請時に明らかにしておく事項
町が防災ヘリコプターの応援要請をする場合は、岐阜県防災ヘリコプター応援協定に基づき、県に対して次の事項を明らかにして行う。
ア～ウ　（略）
エ　飛行場外離着陸場の所在地及び地上支援体制
オ　災害現場の最高指揮者の職・氏名及び連絡手段
カ　その他必要事項
	・県計画に合わせる（ｐ188）

	ｐ207　（改訂後ｐ208）
第３章　第５節　第４項
孤立地域対策計画
	１　計画の方針
災害時において孤立状態が発生した場合、被害実態をはじめとした孤立の状況を確認・把握したうえで応急対策を立案する必要がある。
８　その他
町は、上記の対策に加え、県が別に定める孤立集落対策指針により、その他の対策を実施するものとする。
	１　計画の方針
災害時における孤立の内容は、大別して、情報通信の孤立と、交通手段の孤立がある。
情報通信の孤立は、救助機関における事案の認知を妨げ、人命救助活動を不可能にし、交通手段の孤立は、救援活動に支障を及ぼすとともに、孤立地域住民の生活に大きな影響を与える。
（追加）

	・県計画に合わせる（ｐ189）

	ｐ208　（改訂後ｐ209）
第３章　第６節　第１項
災害救助法の適用
	２　制度の概要
災害救助法による救助は、被災者の保護と社会秩序の保全を図るために、県知事が法定受託事務として応急救助を行うものであるが、救助の事務の一部を町長が行うこととすることができる。
救助の種類、程度、方法及び期間に関しては、内閣総理大臣が定める基準に従い県知事が　　　　　　　　　　　　定めることとされており、町及び県が救助に要した費用については、県が国の負担を得て支弁する。ただし、町は一時繰替支弁することがある。
また、町は、災害発生時の迅速かつ円滑な救助の実施体制の構築に向けて、あらかじめ救助に必要な施設、設備、人員等について意見交換を行うとともに、事務委任制度などの積極的な活用により役割分担を明確化するなど、調整を行っておくものとする。
	２　制度の概要
災害救助法による救助は、被災者の保護と社会秩序の保全を図るために、県知事が国の機関　　として応急救助を行うものであるが、救助の事務の一部を町長が行うこととすることができる。
救助の種類、程度、方法及び期間に関しては、　　　　　　　　　　　　　
　県知事が厚生労働大臣の承認を得て定めることとされており、町及び県が救助に要した費用については、県が国の負担を得て支弁する。ただし、町は一時繰替支弁することがある。
（追加）
	・県計画に合わせる（ｐ190）

	ｐ215　（改訂後ｐ216）
第３章　第６節　第４項
避難計画
	３　避難の勧告又は指示
災害から、住民等の生命、身体の保護又は災害の拡大防止のため特に必要があると認められるとき、町長等は、関係法令の規定、あらかじめ定めた計画、避難すべき区域や判断基準、伝達方法を明確にしたマニュアル、県から提供される水害危険情報図等に基づき、住民等に対して避難のための立ち退きの勧告又は指示を行う。
	３　避難の勧告又は指示
災害から、住民等の生命、身体の保護又は災害の拡大防止のため特に必要があると認められるとき、町長等は、関係法令の規定、あらかじめ定めた計画、避難すべき区域や判断基準、伝達方法を明確にしたマニュアル　　　　　　　　　
　　　　　　　に基づき、住民等に対して避難のための立ち退きの勧告又は指示を行う。
	・県計画に合わせる（ｐ192）

	ｐ217　（改訂後ｐ218）
第３章　第6節　

第４項　避難計画

５　指示、勧告の発表
	(2)　避難の勧告等の基準は、おおむね次のとおりとする。

　・避難準備・高齢者等避難開始
　・避難指示（緊急）
	(2)　避難の勧告等の基準は、おおむね次のとおりとする。

　・避難準備情報　　　　　　　　
　・避難指示　　　　
	・「避難準備情報」を「避難準備・高齢者等避難開始」へ修正
・「避難指示」を「避難指示（緊急）」へ変更

	ｐ222　（改訂後ｐ223）
第３章　第６節　第４項
避難計画

	(7)　指定避難所の適切な運営管理
（略）そのため、食事供与の状況、下水道又は浄化槽の排水経路等を踏まえたトイレの設置・使用可能状況等の把握に努め、必要な対策を講じる。（略）また、指定避難所ごとにそこに収容されている避難者に係る情報の早期把握及び指定避難所で生活せず食料や水等を受け取りに来ている被災者等に係る情報の把握に努め、県を通して国等への報告を行う。
	(7)　指定避難所の適切な運営管理
（略）そのため、食事供与の状況、排水経路を含めた　　　　　　　　　　　トイレの設置　　　　状況等の把握に努め、必要な対策を講じる。（略）また、指定避難所ごとにそこに収容されている避難者に係る情報の早期把握及び指定避難所で生活せず食事のみ　　受け取りに来ている被災者等に係る情報の把握に努め、県を通して国等への報告を行う。
	・県計画に合わせる（ｐ194）

	ｐ235　（改訂後ｐ236）
第３章　第6節　

第7項　生活必需品供給活動

活動のポイント

	２ 生活必需物資の供給

(1) 物資集積場所
御嵩町防災コミュニティセンター


	２ 生活必需物資の供給

(1) 物資集積場所 
御嵩町B&G海洋センター

　
	・防災コミュニティセンターへ変更

	ｐ237　（改訂後ｐ238）
第３章　第6節　第7項　

8 物資の保管
	町本部は・・・（略）、町は、県と連携し

て、御嵩町防災コミュニティセンターに

一時集積配分拠点施設を設置する。

・・・（略）。

	町本部は・・・（略）、町は、県と連携して、御嵩町B&G海洋センターに一時集積配分拠点施設を設置する。

・・・（略）。
	・防災コミュニティセンターへ変更

	ｐ241　（改訂後ｐ242）
第３章　第６節　第８項
要配慮者対策
	８　外国人対策
(1)　（略）
(2)　正確な情報の伝達
町及び県は、テレビ・ラジオ等の外国語放送や多言語によるインターネットなどを通した正確な情報を伝達するなど、外国人に対し、指定避難所や物資支給等の必要な情報が欠如、混乱することがないよう努める。
	８　外国人対策
(1)　（略）
(2)　正確な情報の伝達
町及び県は、テレビ・ラジオ等の外国語放送による　　　　　　　　　
　　　　　　　　正確な情報を伝達するなど、外国人に対し、指定避難所や物資支給等の必要な情報が欠如、混乱することがないよう努める。
	・県計画に合わせる（ｐ205）

	ｐ242　（改訂後ｐ243）
第３章　第６節　第９項
帰宅困難者対策
	２　住民、事業所等の啓発
町及び県は、町の区域において、公共機関が運行を停止し、帰宅困難者が発生する場合は、「むやみに移動を開始しない」という基本原則の広報により、一斉帰宅の抑制を図るとともに、必要に応じて、一時滞在施設の確保などの帰宅困難者等への支援を行う。
	２　住民、事業所等の啓発
町及び県は、町の区域において、公共機関が運行を停止し、帰宅困難者が発生する場合は、「むやみに移動を開始しない」という基本原則の広報により、一斉帰宅の抑制を図るとともに、必要に応じて、滞在場所　　の確保などの帰宅困難者等への支援を行う。
	・県計画に合わせる（ｐ206）

	ｐ244　（改訂後ｐ245）
第３章　第６節　第10項
応急住宅対策
	4　実施体制
応急仮設住宅の供与、住宅の応急修繕及び障害物の除去等は、原則として町長が行う。災害救助法が適用された場合においても県知事から委任されたとき、又は県知事による救助のいとまがないときは、町長が行うものとする。町及び県は、応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修繕について、業界団体に協力を求めて実施する。（削る）
	4　実施体制
応急仮設住宅の供与、住宅の応急修繕及び障害物の除去等は、原則として町長が行う。災害救助法が適用された場合においても県知事から委任されたとき、又は県知事による救助のいとまがないときは、町長が行うものとする。町及び県は、応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修繕について、業界団体に協力を求めて実施する。応急仮設住宅を建設して確保することが困難な場合は、関係団体に協力を求め、民間賃貸住宅を借り上げて提供する。
	・県計画に合わせる（ｐ208）


御嵩町地域防災計画　一般対策編　第5章　新旧対照表　
	変更箇所
	新
	旧
	備考

	ｐ346　（改訂後ｐ347）
第５章　第５節　　

２　実施内容（２）
	ウ　り災証明書の交付

町は、・・・・・・連携体制の構築に努める。

町は、被災建築物の応急危険度判定調査、被災宅地危険度判定調査、住家被害認定調査など、住宅に関する各種調査が個別の目的を有していることを踏まえ、それぞれの調査の必要性や実施時期の違い、民間の保険損害調査との違い等について、周知するものとする。


	ウ　り災証明書の交付

町は、・・・・・・連携体制の構築に努める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
	・県計画に合わせる（ｐ276）


一般対策編
別紙
新旧対照表
　
別表　１－１
ｐ70
第２章　第７節　第２項　災害危険地域の予防対策
４　浸水想定区域要援護者施設　（１）
（表）
新
	施　設　名
	所　　在　　地
	電話番号

	みたけ幼稚園
	可児郡御嵩町中903-9
	0574-67-4888

	ふらっとハウス
	可児郡御嵩町御嵩1512-1
	0574-67-6359


別表　１－２
旧
	施　設　名
	所　　在　　地
	電話番号

	みたけ幼稚園
	可児郡御嵩町中903―9
	0574―67―4888


別表　２－１
ｐ71
第２章　第７節　第２項　災害危険地域の予防対策
７　要配慮者関連施設に係る土砂災害対策　（２）
（　表　　土砂災害警戒区域内要配慮者関連施設　）
新
	危険個所
の名称
	施設名
	所在
	電話
	区分
	危険個所の範囲

	長岡裏西
	あんしんみたけ
	御嵩358-1
	68-0515
	土砂災害警戒区域（土石流）
	デイサービスセンター

	井尻3
	さわやか長楽荘
	井尻65-1
	67-8321
	土砂災害特別警戒区域（急傾斜地）
土砂災害警戒区域（急傾斜地）
	養護老人ホーム
デイサービスセンター
グループホーム

	長岡1
	さわやかナーシングみたけ
	井尻65-1
	67-8325
	土砂災害警戒区域（急傾斜地）
	特別養護老人ホーム

	北切３
	上之郷医院
	中切1415-5
	67-6077
	土砂災害警戒区域（急傾斜地）
	病院

	長岡裏東
長岡裏中
長岡上
長岡中
長岡下
	御嵩クリニック
	御嵩62
	67-5757
	土砂災害警戒区域（土石流）
	病院

	中大洞
神ノ木
	デイサービスセンターはなたま
	中1431-1
	67-3939
	土砂災害警戒区域（土石流）
	デイサービスセンター


別表　２－２
旧
	危険個所
の名称
	施設名
	所在
	電話
	区分
	危険個所の範囲

	長岡裏西
	あんしんみたけ
	御嵩358-1
	68-0515
	土砂災害警戒区域（土石流）
	デイサービスセンター

	井尻3
	さわやか長楽荘
	井尻65-1
	67-8321
	土砂災害特別警戒区域（急傾斜地）
土砂災害警戒区域（急傾斜地）
	養護老人ホーム
デイサービスセンター
グループホーム

	長岡1
	さわやかナーシングみたけ
	井尻65-1
	67-8325
	土砂災害警戒区域（急傾斜地）
	特別養護老人ホーム


別表　３－１　
ｐ92　（改訂後ｐ93）
第２章　第10節　　　別表１　指定避難所一覧　　
　新
（令和2年4月1日現在）
	番号
	施　　　設　　　名
	所　在　地
	電話番号
	FAX番号
	収容可能人数
	摘　　　要
	備　考

	
	
	
	
	
	
	浸水害
	土砂災害
	地震
	

	1
	上之郷公民館
	中切874-4
	67-0017
	67-0017
	205
	S1
	D1
	J1
	空

	2
	上之郷小学校
	宿2002
	67-1338
	67-6438
	270
	-
	-
	J2
	暖

	3
	上之郷中学校
	中切1785
	67-0431
	67-6432
	456
	S2
	D2
	J2
	注1
暖

	4
	上之郷保育園
	中切1359-2
	67-2322
	67-2322
	130
	-
	-
	J2
	空

	5
	綱木グラウンド管理棟
	上之郷7112-1
	67-0191
	67-0191
	48
	S2
	D2
	J2
	

	6
	御嵩公民館
	御嵩626-1
	67-0507
	67-0507
	269
	-
	-
	J1
	空

	7
	向陽中学校
	御嵩1306
	67-1331
	67-1332
	457
	S2
	D2
	J2
	非・暖

	8
	東濃高校
	御嵩2854-1
	67-2136
	67-6204
	826
	S2
	D2
	J2
	非・暖

	9
	御嵩保育園
	御嵩689-1
	67-2323
	66-8990
	125
	S2
	D2
	J2
	協定
空

	10
	御嵩町役場
	御嵩1239-１
	67-2111
	67-1999
	92
	S1
	D1
	-
	北庁舎1階
空

	11
	中公民館
	中2171-1
	67-4841
	67-4841
	241
	S1
	D1
	J1
	非・空

	12
	御嵩小学校
	中2628
	67-1191
	68-0062
	393
	S2
	D2
	J2
	暖

	13
	Ｂ＆Ｇ海洋センター
	中2777-28
	67-5196
	67-5196
	516
	S1
	D1
	J2
	非

	14
	ぽっぽかん
	顔戸1176-2
	67-5221
	67-5221
	196
	S2
	D2
	J2
	非・空

	15
	伏見公民館
	伏見990
	67-0502
	67-0502
	186
	S1
	D1
	J1
	空

	16
	伏見小学校
	伏見489
	67-0530
	67-6430
	367
	S2
	D2
	J2
	暖

	17
	共和中学校
	伏見1875-1
	67-2105
	68-0066
	416
	S2
	D2
	J2
	暖

	18
	東濃実業高校
	伏見891
	67-0504
	68-6412
	1,200
	S2
	D2
	J2
	

	19
	伏見保育園
	伏見751-1
	67-2325
	67-2325
	137
	S2
	D2
	J2
	空

	20
	伏見にこにこ館
	伏見1311-1
	67-3625
	67-3625
	78
	S2
	D2
	J2
	　　非・空

	21
	大庭台第一公園総合
集会所
	中2678-137
	
	
	
	
	
	
	一時避難施設（協定）
　　　空

	22
	新庁舎等建設エリア
（予定）
	中58-1他
	
	
	
	S2
	D2
	J2
	ホール、防災広場等


S1：豪雨災害等浸水被害が想定され規模が小さい時
S2：豪雨災害等浸水被害が想定され規模が大きい時
D1: 豪雨災害等土砂災害が想定され規模が小さい時
D2：豪雨災害等土砂災害が想定され規模が大きい時
J1：地震被害が想定され規模が小さい時
J2：地震被害が想定され規模が大きい時
非：非常用電源設備有り　　　空：空調設備有り　　　暖：暖房機器有り
注１：上之郷中学校校舎の一部は、土砂災害警戒区域内
別表　３－２　
　
　旧
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成26年4月1日現在）
	番号
	施　　　設　　　名
	所　在　地
	電話番号
	FAX番号
	収容可能
人数
	摘　　　要
	備　考

	
	
	
	
	
	
	浸水害
	地震
	

	1
	上之郷公民館
	中切874-4
	67-0017
	67-0017
	205
	S1
	J1
	

	2
	上之郷小学校
	宿2002
	67-1338
	67-6438
	270
	-
	J2
	

	3
	上之郷中学校
	中切1785
	67-0431
	67-6432
	456
	S2
	J2
	

	4
	上之郷保育園
	中切1359-2
	67-2322
	67-2322
	130
	S2
	J2
	

	5
	綱木グラウンド管理棟
	上之郷7112-1
	67-0191
	
	48
	S2
	J2
	

	6
	御嵩公民館
	御嵩626-1
	67-0507
	67-0507
	269
	-
	J1
	

	7
	向陽中学校
	御嵩1306
	67-1331
	67-1332
	457
	S1
	J2
	

	8
	東濃高校
	御嵩2854-1
	67-2136
	67-6204
	826
	S2
	J2
	

	9
	御嵩保育園
	御嵩689-1
	67-2323
	66-8990
	125
	S2
	J2
	

	10
	御嵩町役場
	御嵩1239-１
	67-2111
	67-1999
	235
	S2
	J2
	

	11
	中公民館
	中2171-1
	67-4841
	67-4841
	241
	S1
	J1
	

	12
	御嵩小学校
	中2628
	67-1191
	68-0062
	393
	S2
	J2
	

	13
	ぽっぽかん
	顔戸1176-2
	67-5221
	67-5221
	196
	S2
	J2
	

	14
	Ｂ＆Ｇ海洋センター
	中2777-28
	67-5196
	67-5196
	516
	S2
	J2
	

	15
	伏見公民館
	伏見990
	67-0502
	67-0502
	186
	S1
	J1
	

	16
	伏見小学校
	伏見489
	67-0530
	67-6430
	367
	S2
	J2
	

	17
	共和中学校
	伏見1875-1
	67-2105
	68-0066
	416
	S2
	J2
	

	18
	東濃実業高校
	伏見891
	67-0504
	68-6412
	1,200
	S2
	J2
	

	19
	伏見保育園
	伏見751-1
	67-2325
	67-2325
	137
	S2
	J2
	

	20
	大庭台第一公園総合
集会所
	中2678-137
	
	
	
	
	
	一時避難施設（協定）


S1：豪雨災害等浸水被害が想定され規模が小さい時
S2：豪雨災害等浸水被害が想定され規模が大きい時
J1：地震被害が想定され規模が小さい時
J2：地震被害が想定され規模が大きい時
別表　４－１
ｐ103　（改訂後ｐ104）
第２章　第14節　
２　広域応援体制の整備　（表）
新
	名称
	所在地
（住所）
	面積(㎡)
	管理者
	指定避難所の指定の有無
	既に位置付けられている
使途
	適用可能な使途
	通信手段
	駐車
スペース

	
	
	
	
	
	
	広域活動拠点
	
	

	
	
	
	
	
	
	警察
	自衛隊
	
	

	御嵩町立
上之郷中学校
	御嵩町宿
2115-2
	11,300㎡
	御嵩町
	○
	応急仮設住宅建設予定地・ヘリ緊急離着陸場
	○
	○
	電話
FAX
PC
	11,300㎡

	御嵩町立
向陽中学校
	御嵩町御嵩
1306
	16,589㎡
	御嵩町
	○
	応急仮設住宅建設予定地・ヘリ緊急離着陸場
	○
	○
	電話
FAX
PC
	16,589㎡

	御嵩町立
御嵩小学校
	御嵩町中
2628
	15,976㎡
	御嵩町
	○
	応急仮設住宅建設予定地・ヘリ緊急離着陸場
	○
	○
	電話
FAX
PC
	15,976㎡

	御嵩町
伏見グランド
	御嵩町伏見
751-1
	10,984㎡
	御嵩町
	
	応急仮設住宅建設予定地・ヘリ緊急離着陸場
	○
	○
	
	10,984㎡

	御嵩町
防災コミュニティセンター

	御嵩町中切1437-1
	2,806㎡
	御嵩町
	
	物資一時集積配分拠点
ボランティア活動拠点
	○
	○
	電話
FAX
PC
	2,806㎡


別表　４－２
旧
	名称
	所在地
（住所）
	面積(㎡)
	管理者
	指定避難所の指定の有無
	既に位置付けられている
使途
	適用可能な使途
	通信手段
	駐車
スペース

	
	
	
	
	
	
	広域活動拠点
	
	

	
	
	
	
	
	
	警察
	自衛隊
	
	

	御嵩町立
上之郷中学校
	御嵩町宿
2115-2
	11,300㎡
	御嵩町
	○
	応急仮設住宅建設予定地・ヘリ緊急離着陸場
	○
	○
	電話
FAX
PC
	11,300㎡

	御嵩町立
向陽中学校
	御嵩町御嵩
1306
	16,589㎡
	御嵩町
	○
	応急仮設住宅建設予定地・ヘリ緊急離着陸場
	○
	○
	電話
FAX
PC
	16,589㎡

	御嵩町立
御嵩小学校
	御嵩町中
2628
	15,976㎡
	御嵩町
	○
	応急仮設住宅建設予定地・ヘリ緊急離着陸場
物資一時集積配分拠点
	○
	○
	電話
FAX
PC
	15,976㎡

	御嵩町
伏見グランド
	御嵩町伏見
751-1
	10,984㎡
	御嵩町
	
	応急仮設住宅建設予定地・ヘリ緊急離着陸場
	○
	○
	
	10,984㎡


別表　５－１
ｐ160　161　（改訂後ｐ161　162）
第３章　第３節　第２項　9　災害救助法による輸送の基準
庁用車一覧
新
	
	担　当　課
	車　　　　　種
	ナ　ン　バ　ー
	備　　　　　考

	１
	議会事務局
	ヴェルファイア
	岐阜３０２　せ　５７５２
	議長車

	２
	企画課
	クラウン
	岐阜３０１　な　８４６０
	町長車

	３
	総務防災課
	日野　リエッセⅡ
	岐阜２００　さ　　９５２
	小型バス（28人乗）

	４
	
	日野　メルファ
	岐阜２００　さ　２８０４
	中型バス（45人乗）

	５
	
	ＣＲ－Ｖ
	岐阜８００　さ　５０３２
	消防指令車

	６
	
	エヴリィバン
	岐阜４８０　と　４８１２
	防災コミュニティセンター

	７
	亜炭鉱廃坑対策室
	Ｎ－ＶＡＮ
	岐阜４８０　に　８７９３
	

	８
	環境モデル都市推進室
	ｅ-ＮＶ２００
	岐阜１００　た　３２９５
	電気自動車

	９
	税務課
	マーチ
	岐阜５０２　さ　３２４６
	

	10
	住民環境課
	プロボックスＨＶ
	岐阜４００　は　９００６
	

	11
	
	キャリィ（軽トラ）
	岐阜４８０　な　２１４８
	

	12
	
	ダイナトラック
	岐阜４００　さ　　　４３
	

	13
	保険長寿課
	エヴリィバン
	岐阜４８０　え　７８３７
	

	14
	
	アルト
	岐阜４８０　つ　　８８９
	

	15
	
	アイミーヴ
	岐阜５８１　あ　２９８９
	電気自動車

	16
	
	ミニキャブ　ミーヴ
	岐阜４８０　そ　９４１２
	電気自動車

	17
	
	ミニキャブ　ミーヴ
	岐阜４８０　ち　２０１８
	

	18
	
	ハイエース
	岐阜８００　す　２７０９
	

	19
	福祉課

	フィット
	岐阜５０２　ま　２４０５
	保健センター

	20
	
	ハイゼットカーゴ
	岐阜４８０　て　５７０７
	日赤車

	21
	
	エキスパート
	岐阜４００　た　　２２６
	日赤車

	22
	農林課
	プロボックス
	岐阜４００　な　８８７０
	

	23
	
	ジムニー
	岐阜５８２　き　４６７１
	

	24
	建設課
	ミニキャブバン
	岐阜４８０　こ　１９３２
	

	25
	
	プロボックスバン
	岐阜４００　と　８８４４
	

	26
	
	ハイゼット（軽トラ）
	岐阜４８０　つ　８５２７
	

	27
	
	ハイゼット（軽トラ）
	岐阜４８０　う　７６５２
	

	28
	
	Ｎ－ＶＡＮ
	岐阜４８０　に　８７８４
	

	29
	上下水道課
	ミニキャブバン
	岐阜４８０　こ　１９３３
	

	30
	
	ｅｋワゴン
	岐阜５１　　き　４３２５
	

	31
	
	ハイラックス
	岐阜４６　　ほ　３９３１
	

	32
	
	アクティ（軽トラ）
	岐阜４１　　ひ　５９７５
	

	33
	
	エヴリィバン
	岐阜４１　　ま　９１８４
	

	34
	学校教育課
	日野
	岐阜２００　は　　５８４
	スクールバス①

	35
	
	日野
	岐阜２００　は　　２９５
	スクールバス②

	36
	
	ダイナ
	岐阜１００　す　　９０１
	給食センター　おやどり

	37
	
	ミニキャブバン
	岐阜４８０　こ　１９３１
	給食センター

	38
	
	ダイナ
	岐阜８８　　ろ　７０４５
	給食センター　冷蔵冷凍車

	39
	生涯学習課
	プロボックスバン
	岐阜４００　ぬ　２０６６
	中山道みたけ館

	40
	
	エヴリィバン
	岐阜４８０　か　５３０９
	海洋センター

	41
	
	アクティ（軽トラ）
	岐阜４１　　け　２２４４
	上之郷公民館

	42
	
	アクティ（軽トラ）
	岐阜４１　　さ　４４９８
	御嵩公民館

	43
	
	アクティ（軽トラ）
	岐阜４１　　さ　４５００
	中公民館

	44
	
	アクティ（軽トラ）
	岐阜４１　　け　２２４５
	伏見公民館

	45
	共用車
	エヴリィバン
	岐阜４８０　う　２７７０
	１号車（メール）

	46
	
	プロボックスバン
	岐阜４００　な　９１０８
	２号車

	47
	
	プロボックスバン
	岐阜４００　な　９１０９
	３号車

	48
	
	カローラフィールダー
	岐阜５０３　そ　６３６１
	４号車

	49
	
	プロボックスバン
	岐阜４００　の　５４０２
	６号車

	50
	
	エヴリィバン
	岐阜４８０　う　２７７１
	８号車

	51
	
	エヴリィバン
	岐阜４１　　ま　８０１５
	９号車

	52
	
	エヴリィバン
	岐阜４１　　ま　８０１６
	10号車

	53
	
	エヴリィバン
	岐阜４８０　こ　６０８２
	11号車

	54
	
	ヴォクシーＨＶ
	岐阜５０３　ね　８０４４
	12号車

	55
	
	コムス
	御嵩町　　か　５４１
	14号車

	56
	
	マークⅡ
	岐阜３００　た　　７６２
	19号車

	57
	
	キャンター　２ｔ　ダンプ
	岐阜４００　せ　４５４５
	20号車

	58
	
	ミニキャブ　ミーブ　トラック
	岐阜４８０　つ　５３５９
	電気自動車

	59
	
	ヴォクシーＨＶ
	岐阜５０３　み　６６８１
	５号車

	60
	消防車
	ダイナ
	岐阜８００　せ　４７０５
	第１分団１号車

	61
	
	日野
	岐阜８００　す　５１６８
	第１分団２号車

	62
	
	ダイナ
	岐阜８００　せ　６４２８
	第２分団

	63
	
	ダイナ
	岐阜８００　さ　２５２７
	第３分団１号車

	64
	
	ダイナ
	岐阜８００　さ　２５２８
	第３分団２号車

	65
	
	ダイナ
	岐阜８００　せ　２３９６
	第４分団

	66
	
	ダイナ
	岐阜８８　　ろ　１５２７
	常備消防


別表　５－２
旧
	
	担　当　課
	車　　　　　種
	ナ　ン　バ　ー
	備　　　　　考

	１
	議会事務局
	マークⅡ
	岐阜３００　た　　７６２
	議長車

	２
	企画課
	クラウン
	岐阜３０１　な　８４６０
	町長車

	３
	総務防災課
	日野
	岐阜２００　さ　　９５２
	小型バス（29人乗）

	４
	
	スタンダードデッカー
	岐阜２００　は　　１００
	中型バス（42人乗）

	５
	
	ＣＲ－Ｖ
	岐阜８００　さ　５０３２
	消防指令車

	６
	税務課
	マーチ
	岐阜５０２　さ　３２４６
	

	７
	住民環境課
	カローラバン
	岐阜４６　　は　５３５７
	

	８
	
	軽トラック
	岐阜４１　　ふ　１９５８
	

	９
	
	ダイナトラック
	岐阜４００　さ　　　４３
	

	10
	保険長寿課
	エヴリィバン
	岐阜４８０　え　７８３７
	

	11
	
	ミラ
	岐阜５０　　も　１４２９
	

	12
	
	アイミーヴ
	岐阜５８１　あ　２９８９
	電気自動車

	13
	
	ミニキャブ　ミーヴ
	岐阜４８０　そ　９４１２
	電気自動車

	14
	福祉課

	フィット
	岐阜５０２　ま　２４０５
	保健センター

	15
	
	タウンエース
	岐阜４６　　の　５２７７
	

	16
	
	エキスパート
	岐阜４００　た　　２２６
	日赤車

	17
	農林課
	プロボックス
	岐阜４００　な　８８７０
	

	18
	建設課
	ミニキャブバン
	岐阜４８０　こ　１９３２
	

	19
	
	プロボックスバン
	岐阜４００　と　４４８８
	

	20
	
	キャンターダンプ
	岐阜４００　せ　４５４５
	

	21
	
	ハイゼット（軽トラ）
	岐阜４８０　う　７６５２
	

	22
	
	バモス
	岐阜５１　　き　１０９４
	

	23
	上下水道課
	ミニキャブバン
	岐阜４８０　こ　１９３３
	下水

	24
	
	ｅｋワゴン
	岐阜５１　　き　４３２５
	下水

	25
	
	ハイラックス
	岐阜４６　　ほ　３９３１
	上水

	26
	
	アクティ（軽トラ）
	岐阜４１　　ひ　５９７５
	上水

	27
	
	エヴリィバン
	岐阜４１　　ま　９１８４
	上水

	28
	学校教育課
	日野
	岐阜２００　さ　２８０４
	スクールバス①

	29
	
	日野
	岐阜２００　は　　２９５
	スクールバス②

	30
	
	ダイナ
	岐阜１００　す　　９０１
	給食センター　おやどり

	31
	
	ミニキャブバン
	岐阜４８０　こ　１９３１
	給食センター

	32
	
	ダイナ
	岐阜８８　　ろ　７０４５
	給食センター　冷蔵冷凍車

	33
	生涯学習課
	プロボックスバン
	岐阜４００　ぬ　２０６６
	中山道みたけ館

	34
	
	エヴリィバン
	岐阜４８０　か　５３０９
	海洋センター

	35
	
	アクティ（軽トラ）
	岐阜４１　　け　２２４４
	上之郷公民館

	36
	
	アクティ（軽トラ）
	岐阜４１　　さ　４４９８
	御嵩公民館

	37
	
	アクティ（軽トラ）
	岐阜４１　　さ　４５００
	中公民館

	38
	
	アクティ（軽トラ）
	岐阜４１　　け　２２４５
	伏見公民館

	39
	共用車
	エヴリィバン
	岐阜４８０　う　２７７０
	１号車（メール）

	40
	
	エヴリィバン
	岐阜４００　な　９１０８
	２号車

	41
	
	エヴリィバン
	岐阜４００　な　９１０９
	３号車

	42
	
	カローラバン
	岐阜４６　　の　１８２６
	６号車

	43
	
	プリウス
	岐阜３０１　ひ　６８２５
	７号車

	44
	
	エヴリィバン
	岐阜４８０　う　２７７１
	８号車

	45
	
	エヴリィバン
	岐阜４１　　ま　８０１５
	９号車

	47
	
	エヴリィバン
	岐阜４１　　ま　８０１６
	10号車

	48
	
	エヴリィバン
	岐阜４８０　こ　６０８２
	11号車

	49
	
	アルト
	岐阜５１　　あ　２３１２
	14号車

	50
	
	アルト
	岐阜５１　　あ　２３１３
	15号車

	51
	
	アクティバン
	岐阜４１　　み　７０８０
	16号車

	52
	
	アクティバン
	岐阜４１　　み　７０８１
	17号車

	53
	
	エスティマハイブリット
	岐阜３００　の　３６９９
	18号車

	54
	
	エミーナ
	岐阜３４　　ま　４１６４
	19号車

	55
	消防車
	ダイナ
	岐阜８８　　る　７７８５
	第１分団１号車

	56
	
	日野
	岐阜８００　す　５１６８
	第１分団２号車

	57
	
	日野
	岐阜８００　せ　６４２８
	第２分団

	58
	
	ダイナ
	岐阜８００　さ　２５２７
	第３分団１号車

	59
	
	ダイナ
	岐阜８００　さ　２５２８
	第３分団２号車

	60
	
	ダイナ
	岐阜８８　　る　５４２９
	第４分団

	61
	
	ダイナ
	岐阜８８　　ろ　１５２７
	常備消防


別表　６－１
ｐ168　169　（改訂後ｐ169　170）
第３章　第４節　第１項　2　気象警報等の種別　（１）気象警報等の種類
	御嵩町
	府県予報区
	岐阜県
	

	
	一次細分区域
	美濃地方
	

	
	市町村等をまとめた地域
	中濃
	

	特別
警報
	大雨
	台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想され、若しくは、数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により大雨になると予想される場合

	
	暴風
	数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により暴風が吹くと予想される場合

	
	暴風雪
	数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴風が吹くと予想される場合

	
	大雪
	数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合

	警報
	大雨
	（浸水害）
	表面雨量指数基準
	24

	
	
	（土砂災害）
	土壌雨量指数基準
	127

	
	洪水
	
	流域雨量指数基準
	木曽川流域=86.2，可児川流域=6

	
	
	
	複合基準※1
	－

	
	
	
	指定河川洪水予報による基準
	－

	
	暴風
	
	平均風速
	17m/s

	
	暴風雪
	
	平均風速
	17m/s　雪を伴う

	
	大雪
	
	降雪の深さ
	12時間降雪の深さ30cm

	
	波浪
	
	有義波高
	

	
	高潮
	
	潮位
	

	注意報
	大雨
	
	表面雨量指数基準
	9

	
	
	
	土壌雨量指数基準
	82

	
	洪水
	
	流域雨量指数基準
	木曽川流域=60.4，可児川流域=4.8

	
	
	
	複合基準※1
	－

	
	
	
	指定河川洪水予報による基準
	－

	
	強風
	
	平均風速
	12m/s

	
	風雪
	
	平均風速
	12m/s　雪を伴う

	
	大雪
	
	降雪の深さ
	12時間降雪の深さ10cm

	
	波浪
	
	有義波高
	

	
	高潮
	
	潮位
	

	
	雷
	
	落雷等により被害が予想される場合

	
	融雪
	
	融雪により災害が発生するおそれのある場合

	
	濃霧
	
	視程
	100m

	
	乾燥
	
	最小湿度　25％で、実効湿度　60％

	
	なだれ
	
	①24時間降雪の深さが30cm以上で積雪が70cm以上になる場合

	
	
	
	②積雪の深さが70cm以上あって、日平均気温が2℃以上の場合

	
	
	
	③積雪の深さが70cm以上あって、降雨が予想される場合

	
	低温
	
	冬期：最低気温-9℃以下

	
	霜
	
	早霜・晩霜期に最低気温3℃以下

	
	着氷・着雪
	著しい着氷（雪）が予想される場合

	記録的短時間大雨情報
	1時間雨量
	100mm


新
※１（表面雨量指数、流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表しています。
別表　6－２
旧
	御嵩町
	府県予報区
	岐阜県
	

	
	一次細分区域
	美濃地方
	

	
	市町村等をまとめた地域
	中濃
	

	特別
警報
	大雨
	台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想され、若しくは、数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により大雨になると予想される場合

	
	暴風
	数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により暴風が吹くと予想される場合

	
	暴風雪
	数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴風が吹くと予想される場合

	
	大雪
	数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合

	警報
	大雨
	（浸水害）
	雨量基準
	平坦地：1時間雨量60mm

	
	
	
	
	平坦地以外：1時間雨量70mm

	
	
	（土砂災害）
	土壌雨量指数基準
	108

	
	洪水
	
	雨量基準
	平坦地：1時間雨量60mm

	
	
	
	
	平坦地以外：1時間雨量70mm

	
	
	
	流域雨量指数基準
	可児川流域=18，木曽川流域=77

	
	
	
	複合基準
	－

	
	暴風
	
	平均風速
	17m/s

	
	暴風雪
	
	平均風速
	17m/s　雪を伴う

	
	大雪
	
	降雪の深さ
	24時間降雪の深さ40cm

	
	波浪
	
	有義波高
	

	
	高潮
	
	潮位
	

	注意報
	大雨
	
	雨量基準
	1時間雨量40mm

	
	
	
	土壌雨量指数基準
	86

	
	洪水
	
	雨量基準
	1時間雨量40mm

	
	
	
	流域雨量指数基準
	可児川流域=14，木曽川流域=62

	
	
	
	複合基準
	－

	
	強風
	
	平均風速
	12m/s

	
	風雪
	
	平均風速
	12m/s　雪を伴う

	
	大雪
	
	降雪の深さ
	24時間降雪の深さ20cm

	
	波浪
	
	有義波高
	

	
	高潮
	
	潮位
	

	
	雷
	
	落雷等により被害が予想される場合

	
	融雪
	
	融雪により災害が発生するおそれのある場合

	
	濃霧
	
	視程
	100m

	
	乾燥
	
	最小湿度　25％で、実効湿度　60％

	
	なだれ
	
	①24時間降雪の深さが30cm以上で積雪が70cm以上になる場合

	
	
	
	②積雪の深さが70cm以上あって、日平均気温が2℃以上の場合

	
	
	
	③積雪の深さが70cm以上あって、降雨が予想される場合

	
	低温
	
	低温のため農作物に著しい被害が予想される場合

	
	霜
	
	早霜・晩霜期に最低気温3℃以下

	
	着氷・着雪
	著しい着氷（雪）が予想される場合

	記録的短時間大雨情報
	1時間雨量
	100mm


別表　７－１
ｐ171　（改訂後ｐ172）
第３章　第４節　第１項　2　気象警報等の種別　（７）
〈危険レベルごとの標題と水位の基準等〉
新
	洪 水 の危 険 のレベル
	洪水予報の標題
［洪水予報の種類］
	水位の名称
	市町村・住民に求める行動等
	　　　※
基準水位
（ｍ）

	レベル５
	はん濫発生情報
［洪水警報］
	（はん濫発生）
	逃げ遅れた住民の救助等
新たにはん濫が及ぶ区域の住民の避難誘導
	―

	レベル４
	はん濫危険情報
［洪水警報］
	はん濫危険水位
	市町村は避難勧告等の発令を判断

	2.0

	レベル３
	はん濫警戒情報
［洪水警報］
	避難判断水位
	市町村は避難準備・高齢者等避難開始の発令を判断
住民は避難を判断
	1.4

	レベル２
	はん濫注意情報
［洪水注意報］
	はん濫注意水位
	住民ははん濫に関する情報に注意
水防団出動
	1.2

	レベル１
	（発表なし）
	水防団待機水位

	水防団待機
	0.9


※水位観測局名：門前橋　地域名：中濃　水系名：木曽川水系　河川名：可児川　所在地：御嵩町中
別表　７－２
旧
	洪 水 の危 険 のレベル
	洪水予報の標題
［洪水予報の種類］
	水位の名称
［現行の用語］
	市町村・住民に求める行動等
	　　　※
基準水位
（ｍ）

	レベル５
	はん濫発生情報
［洪水警報］
	（はん濫発生）
［（設定なし）］
	逃げ遅れた住民の救助等
新たにはん濫が及ぶ区域の住民の避難誘導
	―

	レベル４
	はん濫危険情報
［洪水警報］
	はん濫危険水位
［危険水位］
	住民の避難完了
	―

	レベル３
	はん濫警戒情報
［洪水警報］
	避難判断水位
［（設定なし）］
	市町村は避難勧告等の発令を判断
住民は避難を判断
	3.00

	レベル２
	はん濫注意情報
［洪水注意報］
	はん濫注意水位
［警戒水位］
	市町村は避難準備情報（要援護者避難情報）発令を判断
住民ははん濫に関する情報に注意
水防団出動
	2.00

	レベル１
	（発表なし）
	水防団待機水位
［通報水位］
	水防団待機
	1.50


※水位観測局名：広見　地域名：中濃　水系名：木曽川水系　河川名：可児川　所在地：可児市下恵土
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